様式第１号（第８条関係）

津波避難ビル整備事業費補助金交付申請書

　　年　　月　　日　

（宛先）静岡市長

所　在　地　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　
申請者　　代表者氏名　　　　　　　　　　㊞　
電　　　話　　　　　　　　　　　

津波避難ビル整備事業費補助金の交付を受けたいので、静岡市津波避難ビル整備事業費補助金交付要綱第８条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　津波避難ビル整備事業の内容
□　外付け階段等設置工事　　□　屋上フェンス設置工事　　□　屋上デッキ等設置工事　　□　誘導照明灯設置工事　　□　その他工事等(　　　　　　　　　　　　)
　※該当する□にレ点を付してください。
２　交付申請額　　　　　　　　　　　円
　（補助金所要額）　　　（補助金に係る消費税仕入控除税額等）　　（交付申請額）
　　　　　　　　　　円　－　　　　　　　　　　　　　円　　＝　　　　　　　　　　円
３　補助金所要額の算出方法等
	対象経費の額　Ａ
	円

	津波避難場所面積 Ｂ
	㎡

	Ｂ×50,000円 Ｃ
	円

	補助基本額　Ｄ（ＡとＣのいずれか小さい額）
	円

	従業者数等※（未就学児童を除く。）　Ｅ
	人

	従業者数等（未就学児童数）　Ｆ
	人

	従業者又は入所者が使用する面積　Ｇ（Ｅ×１＋Ｆ×0.5）
	㎡

	補助金所要額　Ｈ（Ｄ×（Ｂ－Ｇ）÷Ｂ）
	円


※一時的使用者（利用者）は除く。
４　事業の着手(予定)日　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
５　事業の完了(予定)日　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
６　添付書類

（１）事業計画書（様式第２号）

（２）津波避難ビルの整備のために行う工事の概要を確認することができる図面等

（３）登記事項証明書その他の津波避難ビル整備事業を実施する建築物（以下「対象建築物」という。）の所在地、所有者等を証明する書類

（４）建築基準法（昭和25年法律第201号。（以下「法」という。））第６条第１項に規定する確認済証の写し、法第７条第５項に規定する検査済証その他の対象建築物の建築年月日、用途等を証明する書類

（５）耐震診断により耐震安全性が確認されていること又は新耐震基準（昭和５６年６月１日以降の法第２０条に規定する規準をいう。）を満たしていることを証明する書類

（６）対象建築物の全景及び補助事業を実施する箇所が確認できる写真

（７）対象建築物を明示した位置図、配置図、平面図、立面図等

（８）工事施行者が発行した見積書

（９）従業員等の数を確認することができる書類

（10）その他市長が必要と認める書類

様式第２号（第８条、第11条関係）
事業計画書（変更事業計画書）
	事業概要

	

	事業目的

	

	事業実施計画

	

	実施期間

	

	事業効果

	


様式第３号（第９条関係）

第　　　　号　

　　年　　月　　日　

　　　　　　　　　　様
静岡市長　氏　　名　印　

津波避難ビル整備事業費補助金交付決定通知書

　　　年　　月　　日付けで申請のあった静岡市津波避難ビル整備事業費補助金の交付については、次のとおり交付の決定をしましたので、静岡市津波避難ビル整備事業費補助金交付要綱第９条の規定により通知します。

１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　交付の条件

（１）補助事業者は、補助事業が完了した後、対象建築物について津波避難ビルとしての市の指定を受けるための手続きを執るものとし、津波発生時における避難施設としての使用に関する覚書を市と締結すること。
（２）補助事業により設置した施設は、もっぱらその用途のために使用するものとし、市民等の避難を妨げるような改造、運用はしないこと。

（３）補助事業を実施した建築物は10年以上、津波避難ビルとして使用すること。

（４）補助事業を実施した建築物を第三者に譲渡、賃貸を行った場合は、津波避難ビルとしての役割について説明し、確実に引継を行うこと。

（５）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理すること。

（６）補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額（以下「消費税仕入控除税額」という。）がある場合は次のとおり取り扱うこと。

ア　静岡市津波避難ビル整備事業費補助金交付要綱第13条に規定する実績報告書（以下「実績報告書」という。）を提出するに当たり、消費税仕入控除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額の合計額に補助金所要額（補助対象経費に補助率を乗じて得た額又は補助金の額）を補助対象経費で除して得た率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が明らかになった場合には、その金額（補助金の交付の申請時において、補助金に係る消費税仕入控除税額等を補助金所要額から減額した場合にあっては、その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を補助金の額から減額して報告すること。
イ　実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により消費税仕入控除税額等が確定した場合には、その金額（補助金の交付の申請時及び実績報告書の提出時において、補助金に係る消費税仕入控除税額等を補助金所要額から減額した場合にあっては、その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額等報告書（様式第11号）に次に掲げる書類を添えて、速やかに市長に報告するとともに、市長の返還請求を受けたときは、これを市に返還しなければならないこと。

（ア）補助事業を実施した会計年度の消費税及び地方消費税の確定申告書の写し

（イ）（ア）に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類

（７）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認めるもの。

様式第４号（第11条関係）

津波避難ビル整備事業変更・中止・廃止承認申請書

　　年　　月　　日　

（宛先）静岡市長

所　在　地　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　
申請者　　代表者氏名　　　　　　　　　　㊞　
電　　　話　　　　　　　　　　　

　

　　年　　月　　日付　第　　　号により補助金の交付の決定を受けた津波避難ビル整備事業について変更・中止・廃止をしたいので、静岡市津波避難ビル整備事業費補助金交付要綱第11条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　変更（中止・廃止）の内容及び理由

２　変更交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（変更補助金所要額）　　（変更補助金に係る消費税仕入控除税額等）　（変更交付申請額）
　　　　　　　　　　　円　－　　　　　　　　　　　　　円　　＝　　　　　　　　　円
３　変更補助金所要額の算出方法等
	変更後の対象経費の額　Ａ
	円

	変更後の津波避難場所面積　Ｂ
	㎡

	Ｂ×50,000円　Ｃ
	円

	変更後の補助基本額　Ｄ（ＡとＣのいずれか小さい額）
	円

	変更後の従業者数等（未就学児童を除く。）　Ｅ
	人

	変更後の従業者数等（未就学児童数）　Ｆ
	人

	変更後の従業者又は入所者が使用する面積　

Ｇ（Ｅ×１＋Ｆ×0.5）
	㎡

	変更後の補助金所要額　Ｈ（Ｄ×（Ｂ－Ｇ）÷Ｂ）
	円


４　事業の着手(予定)日　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
５　事業の完了(予定)日　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
６　添付書類

（１）変更事業計画書（様式第２号）

（２）変更見積書

（３）その他、市長が必要と認める書類

様式第５号（第12条関係）

第　　　　号　

　　年　　月　　日　

　　　　　　　　　　様
静岡市長　氏　　名　印　

津波避難ビル整備事業変更・中止・廃止承認通知書

　　　年　　月　　日付けで申請のあった津波避難ビル整備事業の変更・中止・廃止について、次のとおり承認しましたので通知します。

　変更・中止・廃止の内容

様式第６号（第13条関係）

津波避難ビル整備事業実績報告書

　　年　　月　　日　

（宛先）静岡市長

所　在　地　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　
報告者　　代表者氏名　　　　　　　　　　㊞　
電　　　話　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で補助金の交付の決定を受けた静岡市津波避難ビル整備事業が完了したので、静岡市津波避難ビル整備事業費補助金交付要綱第13条の規定により、次のとおり関係書類を添えて報告します。
１　補助金の交付決定額　　　　　　　　　　　　円
２　補助金の実績額　　　　　　　　　　　　　　円
３　事業の着手日　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
４　事業の完了日　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
５　添付書類
（１）事業に関して工事設計者又は工事施工者と締結した契約書の写し
（２）事業に要した費用に係る工事設計者又は工事施工者からの領収書の写し
（３）事業の実施状況が確認できる写真
様式第７号（第14条関係）


第　　　　号　

　　年　　月　　日　

　　　　　　　　　　様

静岡市長　氏　　名　印　

津波避難ビル整備事業費補助金交付確定通知書

　　　年　　月　　日付け　　　第　　号により決定した津波避難ビル整備事業補助金の交付について、次のとおり確定したので通知します。

１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　円

２　交付確定額　　　　　　　　　　　　　　　円

様式第８号（第15条関係）
請求書

	金額
	
	百万
	
	
	千
	
	
	円




津波避難ビル整備事業費補助金を請求します。
　年　　月　　日

（宛先）　静岡市長

所　在　地　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　
請求者　　代表者氏名　　　　　　　　　　㊞　
電　　　話　　　　　　　　　　　

	口座振替依頼書
	振込先
金融機関
	　　　　　　銀行・農協

　　　　　　・信用金庫
	　　　店
	預金

種目
	普通・当座

	
	口　　座

名義人　
	
	口座番号

	
	
	
	


様式第９号（第16条関係）
消費税仕入控除税額等報告書
　　年　　月　　日　

（宛先）静岡市長

所　在　地　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　
報告者　　代表者氏名　　　　　　　　　　㊞　
電　　　話　　　　　　　　　　　


　　　年　　月　　日付け　　第　　号により補助金の交付の決定を受けた津波避難ビル整備事業費の補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したので、次のとおり報告します。
　１　補助金の確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　（　　年　　月　　日付け　　　第　　号による額の確定通知額）
　２　補助金の交付の申請時及び実績報告時に減額した消費税仕入控除税額等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　４　補助金返還相当額（３の額から２の額を差し引いた額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
